
国や企業の現在の年金制度は3階建ての建物に喩えられます。
・1階部分は国民年金。
・2階部分はサラリーマンが加入する厚生年金、公務員等が加入する共済年金。
・3階部分は任意。自営業者の場合は国民年金基金、サラリーマンの場合は厚生年金基金や適格退職年金。

国民年金 確定拠出
基金 年金

（個人型）

＜１＞

（第3号被保険者）

・公務員等の （第1号被保険者） （第2号被保険者）
被扶養配偶者

2階
厚生年金

国民年金（基礎年金）１階

サラリーマン 自営業者 民間企業のサラリーマン・公務員等

確定拠出年金（企業型）

厚生年金基金3階

確定給付企業年金

代行部分

共済年金



年金額簡易試算一覧表 ＜条件＞ 本人： 厚生年金納付期間 ４０年

配偶者： 国民年金納付期間 ４０年

（家族合算 ） 配偶者： ５歳年下

現在の年齢 加入期間 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳 ７１歳 ７２歳

老齢年金 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000

３５歳 加給年金 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000

振替加算 0 0 0

配偶者年金 792,100 792,100 792,100

合計 0 0 0 0 0 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,732,100 2,732,100 2,732,100

現在の年齢 加入期間 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳 ７１歳 ７２歳

老齢年金 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000

４０歳 加給年金 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000

振替加算 0 0 0

配偶者年金 792,100 792,100 792,100

合計 0 0 0 0 0 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,732,100 2,732,100 2,732,100

現在の年齢 加入期間 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳 ７１歳 ７２歳

老齢年金 1,150,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000 1,940,000

４５歳 加給年金 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000

振替加算 15,300 15,300 15,300

配偶者年金 792,100 792,100 792,100

合計 0 0 0 0 1,150,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,336,000 2,747,400 2,747,400 2,747,400

現在の年齢 加入期間 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳 ７１歳 ７２歳

老齢年金 1,220,000 1,220,000 1,220,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000 2,010,000

５０歳 加給年金 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000

振替加算 45,600 45,600 45,600

配偶者年金 792,100 792,100 792,100

合計 0 0 1,220,000 1,220,000 1,220,000 2,406,000 2,406,000 2,406,000 2,406,000 2,406,000 2,847,700 2,847,700 2,847,700

現在の年齢 加入期間 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳 ７０歳 ７１歳 ７２歳

老齢年金 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000 1,980,000

５５歳 加給年金 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000

振替加算 75,900 75,900 75,900

配偶者年金 792,100 792,100 792,100

合計 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 2,376,000 2,376,000 2,376,000 2,376,000 2,376,000 2,848,000 2,848,000 2,848,000

＜２＞



公的年金は世代間扶養に基づく「賦課方式」で運営されています。「賦課方式」とは、その時代の現役世代が支払う保険料で、
その時代の高齢者が受け取る年金を支える仕組みのことです。 この「賦課方式」は「右肩上がりの経済成長」、「安定した人口増加」を
背景に成り立っていました。
しかし、少子高齢化の進行は公的年金における負担と給付のバランスを崩し、公的年金財政を圧迫する原因となっています。

＜3＞

３．９　：　１ ２．１　：　１

＜経済環境の変化＞

公的年金・企業年金財政の悪化

労働力人口の減少

２０００年 ２０２５年

少子高齢化社会の進行
「若い社会」 「成熟した社会」

15歳～64歳　：　65歳以上 15歳～64歳　：　65歳以上

少子高齢化社会の進行

　景気の低迷 　長期の低金
利



年金額の伸びを調整することで、現役世代の所得に対する比率は下がっていきますが、標準的な年金受給
世帯の給付水準（夫婦の基礎年金と夫の厚生年金）は現役世代の平均手取り収入の５０％は上回る水準を
確保します。

※１　標準的な年金給付世帯とは、夫が平均的収入で４０年間就業し、
　　　 妻がその期間すべて専業主婦であった世帯をいいます。 ※２、３

※２、３

※２

※２ 手取り収入はボーナス込み年収の月額換算値
※３ 平成３７（２０２５）年、平成６２（２０５０）年時点水準の年金額および手取り収入は、物価で現在価値に割り戻した値。

出所：厚生労働省「平成１６年年金制度改正のポイント」、生命保険文化センター「ねんきんガイド」に基づき作成。

＜４＞

59.30% 50.2% 50.2%

平成１６（２００４）年度 平成３７（２０２５）年度 平成６２（２０５０）年度

所得代替率

※３
３１．１万円

※３
２３．７万円

２３．３万円

標準的な年金受給世帯※１の年金額（夫婦の基礎年金＋夫の厚生年金）

６１．９万円

４７．２万円

３９．３万円

　　現役男性の
　　手取り収入
　　　（月額）

　　　　夫婦の
　　　年金月額

　　現役男性の
　　手取り収入
　　　（月額） 　　　　夫婦の

　　　年金月額

　　現役男性の
　　手取り収入
　　　（月額）

　　　　夫婦の
　　　年金月額



平成16年の法改正以前における厚生年金の保険料率は１３．５８％、国民年金の月額保険料は１３，３００円
でした。 しかし、法改正により厚生年金は平成１６（２００４）年10月から、国民年金は平成１７（２００５）年4月
から、毎年段階的に保険料が引上げられ、平成２９（２０１７）年以降は固定されます。

従来、労使で年収の１３．５８％ 従来、月１３,３００円
平成１６年１０月より毎年０．３５４％引き上げ 平成１７年４月より毎年２８０円引き上げ

H12 H17 H22 H27 H32 H37 H12 H17 H22 H27 H32 H37

（注）保険料は、年収（総報酬）に対する率である。 （注） 保険料は、平成１６（２００４）年度価格（平成１５年度までは名目
額である）。
平成１７（２００５）年度以降の実際の保険料は、上記で定まった
額に平成１６年度以降の物価・賃金の伸びを乗じた額。

出所：厚生労働省「平成１６年年金制度改正のポイント」、生命保険文化センター「ねんきんガイド」に基づき作成。

＜５＞

１００００円

18% １８０００円

16% １６０００円

14% １４０００円

12% １２０００円

10%

厚生年金保険料率 国民年金保険料

20% ２００００円

　　　　　　　　　　　　保険料水準固定方式

　　　　　　　平成２９（２０１７）年度　　　１８．３％

　　　　　　　　　　　　保険料水準固定方式

　　　　　　　平成２９（２０１７）年度　　　１６,９００円



　　世 ２２．０万円 ３４．８万円
　　帯 ２３．６万円 ３６．６万円
　　年 ２４．２万円 ３７．７万円
　　収 ２５．９万円 ４０．１万円

２８．７万円 ４６．１万円

出所：生命保険文化センター「生活保障に関する調査」平成１６年度より

＜６＞

年収１０００万円未満
年収１０００万円以上

必要と思われる生活費
年収３００万円未満
年収５００万円未満
年収７００万円未満

セカンドライフの最低日常生活費 ゆとりあるセカンドライフ生活費

   世帯年収別にみた老後生活費

年収別
老後最低限必要と ゆとりある老後のために
思われる生活費

   セカンドライフの最低日常生活費　と　ゆとりあるセカンドライフ生活費

月額　２４．２万円
　月額　３７．９万円



※１：現在厚生年金に加入している人の標準報酬月額の平均の半分で試算

１５００万円

１０００万円 ※継続雇用なしの時

５００万円

６０歳の人の平均余命
男性： ２１．９８年（８１．９８歳）
女性： ２７．４９年（８７．４９歳）

０年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年
６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳

月額　　　１５．０万円
年間　　１８０．０万円

※１

※１ 生命保険文化センター「生活保障に関する調査」（平成１３年）により試算

＜７＞

退職金は２年２ヶ月の取り崩しで残高はゼロ！

　　＜ ６５歳以降＞妻が専業主婦のサラリーマン世帯で、夫が厚生年金、妻が国民年金を受給する場合の不足金の例

ゆとりあるセカンドライフ生活費 公的年金収入

　　＜６０歳～６５歳＞６０歳から継続雇用報酬月額１８万円※１、６０歳定年退職金１０００万円として、それを取り崩すと・・・

退職金は４年２ヶ月の取り崩しで残高はゼロ！

■退職金と不足額

月額　２２．９万
円

年間２７４．８万

　月額　３７．９万円
  年間４５４．８万円

　　不足額


